
 

 

 

 

   柏市合併処理浄化槽設置奨励補助金交付要綱  

 

                制定  昭和６２年１１月  ２日  

                施行  昭和６２年１１月  ２日  

 

 （目的等）  

第１条  この要綱は，合併処理浄化槽を設置する者に対し，補助金

を交付することにより，生活排水による公共用水域の水質汚濁の

防止に資することを目的とする。  

２  補助金の交付に関しては，柏市補助金等交付規則（昭和６０年

柏市規則第２９号。以下「規則」という。）その他法令等に定め

るもののほか，この要綱の定めるところによる。  

 （定義）  

第２条  この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。  

(1) 合併処理浄化槽  浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２

条第１号に規定する浄化槽のうち，処理対象人員が１０人以下

のものであって，次に掲げる要件を満たすものをいう。  

ア  生 物 化 学 的 酸 素 要 求 量 （ 以 下 「 Ｂ Ｏ Ｄ 」 と い う 。 ） の 除

去率が９０パーセント以上及び放流水１リットル当たりのＢ

ＯＤの日間平均値が２０ミリグラム以下の機能を有するもの  

イ  合 併 処 理 浄 化 槽 設 置 整 備 事 業 に お け る 国 庫 補 助 指 針 （ 平

成４年１０月３０日付け衛浄第３４号厚生省生活衛生局水道

環境部環境整備課浄化槽対策室長通知）に定める基準に適合

するもの  

(2) 高度処理型の合併処理浄化槽  次のいずれかに該当するもの

をいう。  

ア  窒 素 又 は り ん 除 去 能 力 を 有 す る 高 度 処 理 型 の 合 併 処 理 浄

化槽（合併処理浄化槽であって，放流水１リットル当たりの

総窒素濃度の日間平均値が２０ミリグラム以下又は総りん濃

度の日間平均値が１ミリグラム以下の機能を有するものをい



 

 

 

う。以下同じ。）  

イ  高 度 窒 素 除 去 能 力 を 有 す る 高 度 処 理 型 の 合 併 処 理 浄 化 槽

（合併処理浄化槽であって，放流水１リットル当たりの総窒

素濃度の日間平均値が１０ミリグラム以下の機能を有するも

のをいう。以下同じ。）  

ウ  Ｂ Ｏ Ｄ 除 去 能 力 に 関 す る 高 度 処 理 型 の 合 併 処 理 浄 化 槽

（合併処理浄化槽であって，ＢＯＤの除去率が９７パーセン

ト以上の機能を有し，かつ，放流水１リットル当たりのＢＯ

Ｄの日間平均値が５ミリグラム以下の機能を有するものをい

う。以下同じ。）  

エ  窒 素 及 び り ん 除 去 能 力 を 有 す る 高 度 処 理 型 の 合 併 処 理 浄

化槽（合併処理浄化槽であって，放流水１リットル当たりの

総窒素濃度の日間平均値が２０ミリグラム以下の機能を有し，

かつ，総りん濃度の日間平均値が１ミリグラム以下の機能を

有するものをいう。以下同じ。）  

(3) 既存単独処理浄化槽  浄化槽法の一部を改正する法律（平成

１２年法律第１０６号）附則第２条に規定する既存単独処理浄

化槽をいう。  

(4) く み 取 便 所  建 築 基 準 法 施 行 令 （ 昭 和 ２ ５ 年 政 令 第 ３ ３ ８

号）第２９条に規定する構造を有するくみ取便所をいう。  

(5) 住宅等  専用住宅，共同住宅及び店舗等併用住宅（居住の用

に供する部分の床面積の合計が当該住宅の延べ面積の２分の１

以上であるものをいう。）をいう。  

(6) 転換  既存の住宅等に係る既存単独処理浄化槽に替わる当該

既存の住宅等に係る合併処理浄化槽の設置及び当該既存単独処

理浄化槽の廃止をすること（既存の住宅等の増築又は改築に伴

い行う場合を含み，既存の住宅等に替わる新たな住宅等の建築

及 び 当 該 既 存 の 住 宅 等 の 除 却 を 行 う こ と に 伴 い 行 う 場 合 を 除

く。）をいう。  

(7) くみ取転換  既存の住宅等に設置されているくみ取便所に替

わる当該既存の住宅等に係る合併処理浄化槽の設置及び当該く

み取便所の廃止をすること（既存の住宅等の増築又は改築に伴



 

 

 

い行う場合を含み，既存の住宅等に替わる新たな住宅等の建築

及 び 当 該 既 存 の 住 宅 等 の 除 却 を 行 う こ と に 伴 い 行 う 場 合 を 除

く。）をいう。  

(8) 宅内配管工事  合併処理浄化槽への流入管の設置，合併処理

浄化槽への流入，合併処理浄化槽からの放流に必要な 升の設置

及び合併処理浄化槽から住居の敷地に隣接する側溝までの放流

管の設置に係る工事をいう。  

 （対象）  

第３条  補助金の交付を受けることができる者（以下「対象者」と

いう。）は，本市の区域のうち，下水道法（昭和３３年法律第７

９号）第４条第１項又は第２５条の２３第１項の規定により策定

された事業計画に定められた予定処理区域（雨水流域下水道に係

るものにあっては，予定排水区域。以下同じ。）（以下「下水道

事業計画区域」という。）以外の区域において，転換又はくみ取

転換により合併処理浄化槽を設置する者とする。  

２  前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する者は，

対象者としない。  

(1) 浄化槽法第５条第１項の規定による設置の届出を行わず，又

は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規

定による確認を受けずに，合併処理浄化槽を設置する者  

(2) 住宅等を借りている者で，賃貸人の承諾が得られないもの  

(3) 補助金の交付を申請した日の属する年度内に合併処理浄化槽

の設置及び配管その他の合併処理浄化槽の使用を開始するため

に必要な全ての工事等を完了することができない者  

(4) 柏市税を滞納している者  

３  補助金交付の対象とする事業（以下「対象事業」という。）は

対象者によ る合併 処理浄化槽 の設置 （転換又は くみ取 転換により

行うものに 限る。 ）（当該合 併処理 浄化槽につ いて， 浄化槽管理

者が，浄化 槽法第 ５７条に規 定する 指定検査機 関（以 下「指定検

査機関」と いう。 ）が行う， 同法第 ７条第１項 に規定 する水質に

関する検査 （以下 「７条検査 」とい う。）及び 同法第 １１条第１

項に規定す る水質 に関する検 査（以 下「１１条 検査 」 という。）



 

 

 

を受けるも のに限 る。）とし ，補助 金交付の対 象とす る経費（以

下「対象経 費」と いう。）は 対象事 業に要する 経費の うち合併処

理浄化槽の 本体費 用及び本体 の設置 に必要な工 事費（ 宅内配管工

事の費用を 含む。 ），単独処 理浄化 槽 並びにく み取り 便所 の撤去

に必要な工 事費（ 合併処理浄 化槽の 設置にあた り撤去 が必要な 場

合であって 同一敷 地内に浄化 槽が設 置される場 合に限 る。） とす

る。  

 （補助金の額）  

第４条  補助金の額は，対象経費の額とする。この場合において，

合併処理浄化槽の本体費用及び本体の設置に必要な工事（宅内配

管工事を除く。）の費用，宅内配管工事の費用，撤去工事の費用

のそれぞれの額に１，０００円未満の端数があるときは，その端

数金額を切り捨てるものとする。  

２  前項の規定にかかわらず，合併処理浄化槽の本体費用及び本体

の 設 置 に 必 要 な 工 事 （ 宅 内 配 管 工 事 を 除 く 。 ） の 費 用 に 係 る 補

助 金 の 額 は ， 別 表 １ の 左 欄 に 掲 げ る 合 併 処 理 浄 化 槽 に つ い て ，

そ れ ぞ れ 中 欄 に 掲 げ る 人 槽 の 区 分 に 応 じ ， そ れ ぞ れ 当 該 右 欄 に

定める額を限度とする。  

３  第１項の規定にかかわらず，宅内配管工事の費用に係る補助金

の 額 は ， 別 表 ２ の 左 欄 に 掲 げ る 区 分 に 応 じ ， そ れ ぞ れ 当 該 右 欄

に定める額を限度とする。  

４  第１項の規定にかかわらず，撤去工事の費用に係る補助金の額

は ， 別 表 ３ の 左 欄 に 掲 げ る 区 分 に 応 じ ， そ れ ぞ れ 当 該 右 欄 に 定

める額を限度とする。  

 （申請書添付書類）  

第５条  規則第２条第３項に規定する市長が別に定める書類は，次

に掲げるものとする。  

(1) 建築確認通知書の写し又は浄化槽設置届出書（浄化槽法第５

条第２項に定める期間を経過したものに限る。）の写し  

(2) 設置場所の案内図  

(3) 住宅等を借りている者にあっては，賃貸人の承諾書  

(4) 見積書の写し  



 

 

 

(5) 配置図及び配管図  

(6) 構造図  

(7) 登録証の写し及び管理票  

(8) 転換にあっては，既存単独処理浄化槽の現況及び転換の計画

を示す書類  

(9)  く み 取 転 換 に あ っ て は ， く み 取 便 所 の 現 況 及 び く み 取 転 換

の計画を示す書類  

(10) その他市長が必要と認める書類  

２  市長は，前項の添付書類の一部を省略することがある。  

 （申請書提出期間）  

第６条  申請書の提出期間は，４月１日から１２月２８日までとす

る。  

 （標準処理期間）  

第７条  申請書の提出から補助金の交付の可否の決定までに要する

標準的な期間は，３０日とする。  

 （交付の条件）  

第８条  規則第４条第１項第６号に規定する市長が必要と認める事

項は，次に掲げる事項とする。  

 (1) 浄化槽管理者が浄化槽法第１０条及び第１１条第１項の規定

を遵守する旨を記載した誓約書を市長に提出すること。  

 (2) その他市長が必要と認める事項  

 （実績報告書添付書類）  

第９条  規則第１２条に規定する市長が別に定める書類は，次に掲

げるものとする。  

(1) 合併処理浄化槽の設置工事に係る領収書又は請求書の写し  

(2) 施工の写真  

(3) 対象事業に係る合併処理浄化槽について指定検査機関に７条

検査に係る費用を納付したことを証する領収書の写し  

(4) 対象事業に係る合併処理浄化槽について保守点検及び清掃の

実施並びに１１条検査の受検手続きを一括して約定した契約書

の写し  

(5) 対象事業に係る合併処理浄化槽の浄化槽法第７条第１項に規



 

 

 

定する浄化槽管理者（以下「浄化槽管理者」という。）が当該

合併処理浄化槽について同法第２条第３号に規定する浄化槽の

保守点検（以下「保守点検」という。）を自ら実施する場合に

あっては，その能力を有していることを証明する書類  

(6) 対象事業に係る合併処理浄化槽の浄化槽管理者が当該合併処

理浄化槽について浄化槽法第２条第４号に規定する浄化槽の清

掃（以下「清掃」という。）を自ら実施する場合にあっては，

その能力を有していることを証明する書類  

(7) 浄化槽の保守点検を浄化槽管理者が自ら実施する場合にあっ

ては，対象事業に係る合併処理浄化槽について指定検査機関に

１１条検査を依頼した契約に係る契約書の写し  

(8) その他市長が必要と認める書類  

２  市長は，前項の添付書類の一部を省略することがある。  

 （実績報告書提出期限）  

第１０条  実績報告書の提出期限は，合併処理浄化槽の設置工事の

完了後１か月以内とする。  

 （補則）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に

定める。  

 

   附  則  

 この要綱は，昭和６２年１１月２日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，平成元年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，平成２年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，平成３年６月１日から施行し，改正後の柏市合併処

理浄化槽交付要綱の規定は，平成３年４月１日から適用する。  

   附  則  

 この要綱は，平成３年９月２日から施行する。  

   附  則  



 

 

 

 この要綱は，平成５年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，平成１２年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，平成１３年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，平成１４年４月２２日から施行し，改正後の柏市合

併処理浄化槽補助金交付要綱の規定は，平成１４年４月１日から適

用する。  

   附  則  

 この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要綱は，平成１９年５月７日から施行し，改正後の柏市合併

処理浄化槽補助金交付要綱の規定は，同年４月１日から適用する。  

附  則  

 この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。  

附  則〔題名改正〕  

 この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は，平成２２年６月１８日から施行する。  

附  則  

この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。  



 

 

 

  附  則  

この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。  

  附  則  

 この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。  

  附  則  

 この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。  

  附  則  

 この要綱は，平成３０年９月４日から施行する。  

  附  則  

 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。  

  附  則  

 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。  

  附  則  

 この要綱は，令和５年４月１日から施行する。  

 

 

 



 

 

 

別表１（第４条第２項）  

合 併 処 理 浄 化 槽 の 区 分  人 槽  限 度 額  

(1) 合 併 処 理 浄 化 槽  

(2) 高 度 処 理 型 の 合 併 処 理 浄 化 槽 （ 本 市 の 区

域 の う ち 手 賀 沼 流 域 （ 手 賀 沼 を 流 末 と す る

河 川 等 の 流 域 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 又 は 東

京 湾 流 域 （ 東 京 湾 を 流 末 と す る 河 川 等 の 流

域 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に お い て 設 置 さ れ

る も の を 除 く 。 ）  

５人槽 332,000 円 

６～７人槽 414,000 円 

８～１０人槽 548,000 円 

窒 素 又 は り ん 除 去 能 力 を 有 す る 高 度 処 理 型 の

合 併 処 理 浄 化 槽 （ 本 市 の 区 域 の う ち 手 賀 沼 流

域 又 は 東 京 湾 流 域 に お い て 設 置 さ れ る も の に

限 る 。 ）  

５人槽 360,000 円 

６～７人槽 462,000 円 

８～１０人槽 585,000 円 

高 度 窒 素 除 去 能 力 を 有 す る 高 度 処 置 型 の 合 併

処 理 浄 化 槽 （ 本 市 の 区 域 の う ち 手 賀 沼 流 域 又

は 東 京 湾 流 域 に お い て 設 置 さ れ る も の に 限

る 。 ）  

５人槽 474,000 円 

６～７人槽 570,000 円 

８～１０人槽 723,000 円 

Ｂ Ｏ Ｄ 除 去 能 力 に 関 す る 高 度 処 理 型 の 合 併 処

理 浄 化 槽 （ 本 市 の 区 域 の う ち 手 賀 沼 流 域 又 は

東 京 湾 流 域 に お い て 設 置 さ れ る も の に 限 る ｡) 

５人槽 489,000 円 

６～７人槽 654,000 円 

８～１０人槽 903,000 円 

窒 素 及 び り ん 除 去 能 力 を 有 す る 高 度 処 理 型 の

合 併 処 理 浄 化 槽 （ 本 市 の 区 域 の う ち 手 賀 沼 流

域 又 は 東 京 湾 流 域 に お い て 設 置 さ れ る も の に

限 る 。 ）  

５人槽 528,000 円 

６～７人槽 693,000 円 

８～１０人槽 963,000 円 

 

別表２（第４条第３項）  

宅 内 配 管 工 事 の 区 分  限 度 額  

既 存 単 独 処 理 浄 化 槽 か ら の 転 換 に 係 る も の  300,000 円 

く み 取 転 換 に 係 る も の  300,000 円 

 

 

 



 

 

 

別表３（第４条第４項）  

撤 去 工 事 の 区 分  限 度 額  

既 存 単 独 処 理 浄 化 槽 の 撤 去 に 係 る も の  120,000 円 

く み 取 り 便 所 の 撤 去 に 係 る も の  90,000 円 

 


